
デジタル世界の予測
Crunch time 6－決断の時6



Crunch time 6 �| Forecasting in a digital world

予測はとても難しい、
特に未来の事柄については。
— ニールス・ボーア 
ノーベル物理学賞受賞者
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なぜ、人間は未来に魅かれるのでしょうか。それは我々が
進化の過程で受け継いできた遺伝子だからです。先を見
越してリスクを回避できる者は、それができない者と比べ
て、常に生存の確率が高まります。それはビジネスでもま
ったく同様で、先を見通せる者は継続して他者よりも優れ
た成果を上げることができます。予測にはそうした魅力が
ありますが、とてつもなく困難でもあります（しかも往々に
して高額な費用がかかります）。

企業が自社の予測能力を向上させたい動機
にはさまざまなものがあります。アナリスト
や市場に信頼できる実績データを提供する
ことが動機となる企業もその一つです。ま
た、将来の消費者需要を予想して、生産活
動におけるムダをなくすことを最も重視する
企業もあります。いずれにせよ、多くの企業
は予測プロセスのコストと効率性に課題を
抱えています。 

従来の予測プロセスは、人がデータを収
集、蓄積、操作するといった、ほとんど手動
のプロセスで、かつ多くは表計算ソフトで行
われてきました。より多くのデータが入手可
能になるにつれて、昔ながらの予測プロセス
では、今後何が重要かを判断できないこと
も増え、かつ時間を要するプロセスとなりま
した。その結果、人間はしばしば自分の直観
と判断に頼り、無意識のバイアスをかけたり
意識的に弱気な判断を下したりすることにな
ります。 

デジタル世界の
予測
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しかし、今は新たな方法が出てきています。
先進的な企業は人による予測とデータ主導
の予測アルゴリズムとを共生させる予測プ
ロセスへの移行を進めています。これを可能
にしているのは、高度なアナリティクスプラ
ットフォーム、インメモリーコンピューティン
グ、人工知能（AI）ツール（機械学習を含む）
といった新技術です。

一方で、予測に関するデジタルツールは、す
でに我々の生活では当たり前になっているも
のもあります。我々は地図アプリを使って、
目的地にいつ到着するかを予測します。リア
ルタイムの天気予報アプリによって、いつ雨
が降り始め、いつ止むかを正確に予測できま
す。そのため、仕事においても予測能力が期
待されるのは当然のことと言えます。

現在、予測技術のスペシャリストが提供する
このようなデジタルツールにより、企業はか
ねてより知りたかった事象に加え、これまで
知らないことに気づいていなかった事象につ
いても、確かな信頼性とスピード感をもって
見出せるようになっています。

最高財務責任者（CFO）は自分の企業が閲
覧・活用するデータのあり方を変革可能な立
場にいます。CFOは、自社ビジネスの将来を
予想するために有用となる革新的なデータ
主導によるアプローチを推し進めることがで
きます。顕在化していない重要な意思決定
による効果を見える化することで、よりスマ
ートなインサイトを発見することができ、事
業成果を向上させることができます。

データによる予測を可能にするデジタル機
能については、『Crunch Time 1 -決断の時
デジタル世界に直面するファイナンス組織』
をご参照ください。
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https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/operations/articles/bmt/crunch-time-1-finance-digital-transformation-for-cfos.html
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機械と人間が連携して先行きを予見する
最近では、将来を予測可能と宣伝するソフトウエアを当たり前のように見かけます。現実より
も期待が先行している感もあります。我々の認識は以下のとおりです。

基本 
アルゴリズム予測は統計モデルを使って、将
来起こりそうな事象を示します。このプロセ
スでは以下の要素を活用します。
・蓄積された社内データ、市場データ
・経験豊かなデータサイエンティストが選択
した統計アルゴリズム
・データを迅速かつ廉価に収集・保存・分
析可能なコンピューター 

基本に加わる要素 
バイアスを考慮に入れ、データの例外や特
殊事象に対応し、自ら軌道修正できれば、予
測モデルはより高い価値を持つことができ
ます。ここで力を発揮するのが機械学習で
す。アルゴリズムが以前の予測サイクルから
「学習」することで、時間の経過とともに予
測の正確性が向上します。

また、より豊富で粒度の細かいデータに基
づく予測モデルは、価値はさらに高まりま
す。中には、記事や交流サイト投稿、連絡文
書などの膨大な文書を読み込み、アルゴリ
ズムに直接取り込む処理を行う自然言語処
理を行っているケースもあります。
 

魔法 
アルゴリズム予測は人間の知能と組み合わ
さったときにその真価を発揮します。機械が
人間の思い込みを正し、人間は機械の出し
た結論を評価し、意思決定や行動に活用し
ます。アルゴリズム予測を有効にするのは、
この共生関係です。特に企業全体が予測へ
の取り組みをサポートし、予測結果を共有・
組織的な活用に取り組むことで、その真価
は、より有効に発揮されるでしょう。

結論
アルゴリズム予測は何もないところから何
かを生み出す存在ではありませんし、100
％の正確性を発揮する存在でもありませ
ん。しかし、自らの計画や予算、予測をより
価値のあるものにする有効な手段です。

我々は企業が予測能力を強化しながら、年
間並びに四半期における予測の正確性を
大幅に向上させ、バラツキを減らしてきまし
た。それにかかる時間も従来の手段と比較
してごくわずかな時間となってきています。

アルゴリズム予測
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アルゴリズム予測には以下の要素の連携が不可欠である

他に取り組むべきもっと重要なことはないのだろうか？ 

CFOは、潜在的な投資機会に対し、相対的にROIを比較し続けています。多くのリーダーがアルゴリズム予測の
優先順位を高めている理由を以下に挙げます。

競争優位
事業に影響する内部的・外部的
なビジネスドライバーを捉え、将
来の動向をより正確に予想できる
リーダーは、早期に脅威を示すア
ラートに気づき、対応することが
可能となります。

前例が意味をなさない競争環境
の拡大
前例を適用できないような競争
環境に対応して企業が事業・運
営モデルを変化させるため、従
来の予測に用いられた旧来のパ
ターンやトレンドはあまり意味
を持たなくなってきています。

広がる複雑性
世界的な市場やサプライチェーン
の複雑性、ならびに不安定さは高
まっています。企業は新たな事象
の登場と同時もしくは登場する前
に、それを関知することが可能な
敏捷性に富んだアルゴリズム予測
を必要としています。

人間の知能 AIアプリケーション 高度な
コンピュータ
処理能力

データソース 先進的な
アナリティクス
プラットフォーム
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アルゴリズムモデルを使った予測はある意味では極めて分かりやすいものですが、一筋縄で
はいきません。業務プロセスの変更、信頼形成や透明性の確保、人間と機械の共生といった
難しい課題もあります。 

職務はどう変わるか 
アルゴリズム予測により、経理・財務部門で
はよりインサイトを示す業務が求められ、 
単純なマニュアル作業は減ります。表計算ソ
フトでの作業に時間を費やす代わりに、自ら
の専門的な判断を下すプロセスに時間をか
けます。先進的な組織では、既に自動化ツー
ルをトランザクション処理などの手作業が
多い業務に適用しています。定型的な予測
作業を自動化することは既に当たり前となっ
た改善テーマです。

労働力はどう変わるか 
自社の経理・財務人材モデルを業務処理の
あり方の変化に対応させて進化させる必要
があります。そのためには、現在の人材構成・
スキルとは異なるものに変えていく必要があ
ります。アルゴリズム予測には、経理・財務
部門やデータアナリティクス部門、事業部門
のチーム間の連携が欠かせません。

上記のチームが一歩踏み込んだ連携をする
ことで、事業部門を組み込んだ統合推進を
実現でき、より高度な予測ニーズを満たすこ
とが可能となります。このチームは、ビジネ
スへ有効に機能することで組織内にインサイ
トをもたらすとともに、継続的なビジネス成
果を提供するアルゴリズムソリューションを
確立するために、必要不可欠な存在です。

これまでの経験から、経理財務の専門家の
一定数は他者と比べて優れた予測能力を有
していることが分かっています。そうした人
々は自らのバイアスを排除し、全体像を客観
的に見る方法を学んでいます。そしてアルゴ
リズムモデルを理解し、他者が見逃す恐れ
がある欠陥を見つけ出す術を身につけてい
ます。

波及効果

「先見性は生まれ持った不思議な才能ではない。思考や情報収集、信念
の更新のあり方が独特である結果だ。こうした思考習慣は、知的で思慮
深く、決断力を持った人なら誰でも学び、育むことができる」 

—フィリップ・E・テトロック『超予測力：不確実な時代の先を読む10カ条』
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ビジネスを真に理解し、アナリティクスによ
り判明したインサイトを用いて、相手に適切
な行動を促せるよう、説得力を持って伝える
ことができるストーリーテリング能力も必要
です。

意思決定はどう変わるか
何かを選択することは高度な予測技法を用
いた、より双方向のプロセスとなり、その場
で判断しなければならない場合でも、より
詳細な情報に基づく、よりスマートな意思決
定が可能になります。インメモリーコンピュ
ーティングや予測分析ソフトウエア、ビジュ
アル化ツールを活用することで、経営陣は仮
説段階の問いに対して、簡単にそして迅速に
さまざまなシナリオを構築することでき、ビ
ジネスへの潜在的な影響を理解するのに役
立てることができます。 

職場はどう変わるか 
予測は経理財務部門だけにとどまりません。
マーケティングからサプライチェーン、人事
などのあらゆる部門で、重要な意思決定を
するために、将来を予測する必要がありま
す。CFOが部門毎の予測をリードすることは
ないかもしれませんが、経理財務部門は必
然的に部門毎の予測によって得られた成果
を利用するため、結果としてCFOは予測のイ
ニシアティブ形成に貢献できるはずです。

シェアード型の予測基盤は、たとえ物理的
な組織であるセンター・オブ・エクセレンス
（CoE）でも、データストレージやツール設
定、ナレッジ共有を効率化することで、連携
を促す効果が期待できます。組織がある問
題を解決する予測技術を身につけた場合、
その能力を活用し、素早く予測の範囲を拡
張し、他の分野に応用することができます。
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我々が共に仕事をする企業の多くは、クラウドやインメモリーコンピューティング、ロボティッ
ク・プロセス・オートメーション（RPA）に投資しており、デジタル技術を活用した経理財務部
門の実現に向けた旅路の途中にいます。それらへの投資に加え、多くの企業は予測に重点を
置いたアドバンスドアナリティクスの取り込みを熱望しています。各社はより迅速で、信頼で
きる意思決定を可能にする予測を実現したいと考えています。この分野においてはデジタル
投資の効果が見込まれる状況になってきています。従来型の予測アプローチは、時間とコス
トがあまりに多くかかり、潜在的な将来の成果に関して得られるインサイトがあまりに少ない
ものでした。 

アルゴリズム予測の一般的アプリケーション

いま起きていること

トップダウン計画

目標設定

業績見通し

運転資金予測

間接法キャッシュフロー
予測

需要予測

競合の動向とその影響

各種税に関する規制と
売上・利益への影響

ボトムアップ予測

製品レベル予測

市場または国レベルの
予測

直接法キャッシュフロー
予測

部門毎の予測

カスタマーリレーション 

在庫の最適化

従業員維持と人員自然
減モデリング

社外報告

市場ガイダンス

利益予想
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ケーススタディ

急激な成長は財務上問題になるだろうか？ 
もちろん、きちんと説明ができなければ、それは問題になる。

あるグローバルな消費者向け製
品メーカーのFP&Aチームはその
市場アナリスト向け説明資料を
上回る業績が出る事態にしばし
ば遭遇していました。問題は予想
外の成長の原因を説明できない
ことで、経営陣や取締役会、アナ
リストの信頼を維持することは重
要な優先課題でした。

FP& Aチームが故意に弱気な見
通しを示したと疑われるのは厄介
な問題でした。ビジネスユニット
（BU）リーダーはそれぞれ、成果
報酬として用いられる目標策定プ
ロセスの一環として、最低限のボ
トムアップ予測を活用していまし
た。経理財務部門はBUリーダー
の数字を客観的に判断し、承認
または否認する方法を持ち合わせ
ていませんでした。 

次に起きたこと 
経理財務部門の責任者はデロイ
トに客観的なデータドリブンの予
想アプローチ開発の支援を要請
しました。12週間で、デロイトの
データサイエンティストは社内の
過去実績と、住宅着工件数や現
地のGDP指標、商品相場価格、
その他各種の変動指標を含む外
部要素を盛り込んだトップダウン
の予測モデルを設計しました。

このモデルにより、同社FP&Aチ
ームは市場の期待と合致する外
部要素であるマクロ要因に基づく
セカンドソースの予測を提供する
ことができ、PLやBS、キャッシュ
フローにおけるインサイトに満ち
た正確な予測を提供することが

できるようになりました。またこ
のチームはビジュアル化ソフトウ
エアを使って成長や景気後退な
どのシナリオをすぐに作成するこ
とも可能になりました。

ツールキット
経理財務チームはオープンソース
プラットフォームに構築されたす
べての機能を備えたモデルを入手
し、CoEはこのモデルを使って継
続的に予測の管理、構築を行える
ようになりました。経営陣は新た
な機会や市場における自社の今
後の課題に関する事業部門との
議論の土台となる、客観的で透明
性がある、視覚的なツールを手に
しました。

今後の展開
経営陣はこのような予測モデルを
状況を一変させる可能性のある
ツールだとみなしています。それ
はトップダウンの業績予測だけに
関する話ではありません。各事業
部門も同様です。FP&Aに焦点を
当てたプロトタイプ導入の成功を
受けて、経理財務部門は自らの人
材モデルの一要素にデータサイ
エンティスト能力を加えました。
事業部門への成果共有により、予
測は組織により深く浸透し、さま
ざまな事業部門や地域にソリュー
ションを拡大するという大きな需
要を生み出しました。このクライ
アントはさらに、モデルを産業化
し、ビジネスユーザーにドライバ
ー（変数）の仮定と経理財務成果
との関係性をより明確にする取り
組みに乗り出しています。

この会社は自ら社内のソリュー
ションを拡張する取り組みを続
けています。このクライアントの 
FP&Aリーダーは「これは朗報で
す。当社はアルゴリズム予測のプ
ロトタイプに投資し、この構想を
検証し、ビジネスとしての興味関
心が広がりました。経理財務部門
が開発した、予測の精度と効率性
の向上に役立つ新しい予測技術
が多くの事業部門から求められて
います」と報告しています。

決断の時 6 �| デジタル世界の予測
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従来の予測プロセスをアルゴリズムに置き換えることに関する議論を同僚と始めた途端に、そ
れがどういうものか、どう機能するのか等、それが組織にもたらす意味合いについて、ほとん
どの人がバイアスを持っていると感じるでしょう。まだ計画が確立していない場合は、そうし
た事態が起こります。 

恐怖と嫌悪
人々はしばしば、未知のものに対して恐怖を
抱きます。経理財務は数字に根差した領域
であるにもかかわらず、アルゴリズム予測が
従来の予測手法を高度化できるという考え
を非難する人もいます。機械は面倒な数字合
わせの処理を行い、人々が価値のあるビジ
ネスインサイトを見出すための時間を与えて
くれるのだと理解を促しましょう。

ブラックボックス
アルゴリズムはブラックホールで、私たちが
理解できないことが行われているという通
説が存在しています。これは間違っています
が、一部の複雑なモデルはそのように見受け
られる場合もあります。組織全体での信頼
を築くために、開始時に透明性のあるインプ
ット情報とともに理解しやすいアルゴリズム
を用いることを検討しましょう。安心感が高
まるのに伴い、より複雑なアプローチが受け
入れられやすくなります。 

狭い考え方
一部の人は物事を大きな視野で見るために
時間を割こうとしません。こうした人は義務
で必要ならば、アルゴリズム予測に従います
が、スモールスタートをした後、そのまま小規
模にとどめ、どんな活用の可能性があるかで
はなく、問題探しに目を向けるばかりで、そ
の間も旧来の考え方や行動から脱却しよう
としません。

縄張り争い
アルゴリズム予測はCIOが所管して経理財務
部門に提供するものなのか、それともCFOが
所管してITに支援を求めるものなのでしょう
か。またボトムアップ予測では、ビジネスか
ビジネスパートナーか、どちらが先になるの
でしょうか。実際のところ、効果的なアルゴ
リズムにはデータや計算能力、ビジネスイン
サイトが必要で、それらの要素の連携が重要
です。責任の所在や当事者を事前に定めてお
くことで、連携や価値創造を促進することが
できます。

立ちはだかる壁
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参加が重要
予測結果の利用者を巻き込んで、アルゴリ
ズムを考案、設計、構築、導入させることが
重要です。結局のところ、避けるべき落とし
穴を知っているのは予測の利用者であり、
予測の利用者が受け入れてくれるかどうか
が効果的な導入にとって重要です。

どこにでもあふれるデータ
一部の企業は予測に新しいアプローチを試
行したいと考えていますが、データの問題で
支障が生じることを懸念しています。こうし
た問題は、M&Aに起因したものか、不十分
なデータ管理体制が続いた結果によるもの
か、システムの断絶に起因するものか、それ
ともこれらすべてが絡んでいるかにかかわら
ず、特別なことではありません。多くの企業
にとって予測精度の向上を図るための第一歩
は、たとえ一度に一つずつでも、データハウ
スを整理することです。 

特効薬
アルゴリズム予測はしばしば過剰な宣伝
文句で紹介されます。それは避けるべき
です。単なるツールに過ぎません。とはい
え、こうした強力なツールと人間の知能
が結びつけば、その効果で変革をもたら
すこともできます。
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午前7時、あなたはこれからの1日につい
て考えています。正午までに、次の四半期
の事業見通しに関する予測をまとめなけ
ればなりません。そして午後2時には、そ
の話を電話会議で十数人の取締役に説明
する必要があります。

以前は、予測チームが会議前に何日も徹
夜仕事を強いられていました。表計算と
格闘し、成長率を計算し、例外事例を検
証しながら、過剰な量のコーヒーを飲んで
いました。それはもう過去の出来事です。

今では、予測機能を担うのはよく整備され
たマシンで、80％以上の業務が自動的に処
理されます。自分が望むどのような細かな
業績データでも、手元のタブレット端末で
手に入ります。ただリクエストを出せばいい
だけです。例えば、鉄鋼コストが来月20％
上昇した場合、利益に生じる影響を表示す
るようリクエストします。さらに掘り下げた
り、簡潔にしたり、例外条件を設けたり、電
話会議が始まる前にいくつものシナリオを
試せます。しかも、多数のアナリストの力を
借りることなく、こうしたシミュレーション
を実行できるのです。

実際の
アルゴリズム予測

12
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何が変わったのだろうか？ 
ほとんどすべてが変わった。

より多くより良いデータ
貴社は今では、業績データや内
部データ、外部データなどの各種
のデータを用いて、自社の予測モ
デルを強化できるようになってい
ます。モデルの設定、評価が済む
と、機械学習が稼働し始めます。
モデルは常に自動で反復学習を
行い、時間の経過とともに優れた
ものになります。モデルは常に更
新され、最近のインプット情報の
どれを活用すると最も優れたイン
サイトと価値を提供できるかを評
価、判断しています。 

正確性の向上により、
信頼性も向上
四半期の結果はどのようになるの
か。今年はどうか。ウォール街へ
の説明資料を修正する必要はあ
るだろうか。必要な場合は、修正
はどの程度必要になるのか。アル
ゴリズム予測は、リアルタイムに、
世界各地からボトムアップの分析
を集めることをしなくとも、こうし
た疑問への回答を提供します。よ
り充実した情報を基に、より効率
的に投資家との対話を行えます。

業績を左右する要素をより明確
に把握
シナリオモデリングにより、ビジ
ネスリーダーは業績を左右する要
素も明確に把握できるようになり
ます。例えば、価格、製品構成、
販売量へのアナリティクスを強化
することで、既存市場の動向や管
理方法を容易に見出すことがで
きます。 

モデルが増え選択肢も増大
より優れたモデルでより迅速な分
析が可能になることに伴い、市場
での想定外の動向の影響を把握
し、それを自らの計画に組み込む
ことが可能になっています。失業
や可処分所得の動向がビジネス
にどのような影響を及ぼすのか。
支出の削減額は最終的にどれくら
いになると想定すべきか。ビジネ
スユニットと連携してシナリオモ
デリングを行うことにより、予測
の精度を高度化することで、懸命
ではなく、賢明に業務運営できる
高度な能力が得られます。

悲観的にも楽観的にもならない
アルゴリズム予測により、人間の
上記２つの大きなバイアスを取り
除き、信頼が得られる客観的な予
測を実現します。

決断の時 6 �| デジタル世界の予測
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現状から目標への道筋

デロイトが支援する大半のクライアントは、自らの予測アプローチを初めから全面的
に変更しようとはしません。代わりに、ビジネスの一部や特定の収益や製品、コスト
要素をパイロットや実証実験の対象として選びます。多くの場合、手作業主体の予測
を一定期間、アルゴリズム予測と並行して実施し、正確性や業務工数を比較します。

各社独自のプロセスを通じ、現行アプローチによる計画や予測を、進化したアプロー
チに変化させます。とはいえ、先の行程として、考慮すべき事柄がいくつかあります。

1

解決すべき問題の
明確化

 • 範囲とストレッチした目
標を定義する

 • 取り組む事業の目指す
水準を明確化する

 • ターゲット（地理、商
品、顧客、チャネルな
ど）を明確化する

 • 現実的な時間軸を設定
する

3

支援が必要な部分
の明確化

 • 確保可能な人材とその
能力を評価する

 • 財務アナリスト、データ
サイエンティスト、デー
タ可視化アーキテクトな
どのプロフェッショナル
を加える必要性とその
確保方法を判断する

 • 外部業者の支援が必要
かを判断する 

 • すでに保有しているツー
ルを確認する

• 他に必要となり得るツー
ルをIT部門に確認する

4 プロトタイプと
拡張

A

要因分析と
データクレンジング

 • 主要な収益・コス
ト要因を明確化
する

 • 関連データを分
析用に収集、整理
する

 • 最初の優先的な
一連のドライバー
を調整する

 • 必要な入力データ
を収集、クレンジ
ングする

 • ドライバーの有意
性を検証する

2

進め方の検討

 • この能力を社内に確保
したいか、専門業者に外
注する方が妥当かを判
断する

 • アルゴリズム予測を法
人向けサービスとして
提供することを自社と
して求めているかを判
断する

 • 自社においてこれを好
意的に受け入れる人員
や文化を確保する

決断の時 6 �| デジタル世界の予測
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D

認識共有

 • 全工程において主要ス
テークホルダーと結果
を共有する

 • モデルを維持管理する
ための詳細な文書を作
成する

 • 並行して結果の追跡、
評価を継続する

 • 新たな予測モデリング
の価値を理解するよう、
組織の啓発活動を実施
する

E

継続的取り組み

 • 自社のモデル刷新に必
要なサイクルを検討す
る

 • 機械学習や認知機能強
化手法を検討する

C

ダッシュボードと
可視化

 • 主要な指標を備えた経
営ダッシュボード機能を
開発する

 • 付属する視覚的表示機
能を開発する

 • シナリオ分析機能を実
現する

 • ダッシュボードユーザー
からのフィードバックを
引き出す

 • A/Bテストを用いてダッ
シュボード表示効果を
最適化する

B

予測モデリング

 • 関連因子に基づいてPL
表示科目についての統
計モデルを開発する

 • 事業にとって理解、信頼
構築、導入が容易なモ
デルの利用を検討する

 • 予測モデルの構想、設
計、構築、検証、導入の
プロセスにおいてエンド
ユーザーを取り込む

 • モデルを確認、検証する

 • PL予測をバランスシー
トやキャッシュフローと
リンクさせる

決断の時 6 �| デジタル世界の予測
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アルゴリズム予測へのコミットメントには、文化的な側面と統計的な側面の両方があります。
その実現には、優秀な人員が洗練された技術と協調して活動する必要があります。片方だけ
では成立しません。以下はデロイトが企業の取り組みを支援する中で得た教訓の一部です。

人員に関する教訓

• CFOは旗振り役を担う必要があります。少
なくともこの題材に関する書籍を「1冊」
読むことで、予測を理解するのに役立ちま
す。

• 確率論的な考え方の基礎や、予測の有効
性を阻害する人間の一般的なバイアスの
弊害について、チームを啓発します。

• モデルの透明性が高ければ、経営陣や従
業員のエンゲージメントが容易になりま
す。正確性を下げてより直感的なドライバ
ーを選ぶことによって、人々が理解できな
い高度なモデルを選ぶよりもビジネスへ
の導入で良好な結果を得られる可能性が
あります。

• 現地、つまりそのビジネスに最も近い担当
者に「数字」への責任を持たせるアプロー
チを構築します。

• 従来型からアルゴリズム予測へ変化する
と、定型業務は自動化されて能力の余裕
が生じること、自社が求める新らたな専門
領域に必要なスキルのギャップが生じる
可能性があることを理解して、自社の人材
構成・スキルを再定義します。

• 可視化の価値を軽視してはなりません。
可視化によって予測が真の価値を持ちま
す。

統計に関する教訓

• ビジネスを成熟させ安定させるために予測
モデルを適切に鍛え上げるには、通常5年
分以上の月次データが必要であり、最も
有効なモデルを作り上げるには10年分の
データを使ってトレンドや季節変動、相関
があるドライバーを明確化する必要があり
ます。

• 過去の業績は将来の業績予測に関連しな
い可能性があることを見過ごしてはなりま
せん。データは役立つことも多いですが、
人間のエキスパートによる調整やふるい分
けが必要な場合もあります。特に変化が激
しく、ディスラプティブな（破壊的な技術革
新が起こりやすい）業界環境においては、
さまざまなタイプのモデリングアプローチ
を試して、どの先行指標や遅行指標が成
果向上に結びついているかを確認します。

動き出す前に
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• 一般的にBU（ビジネスユニット）や部署、
グループ、会社全体の横断的なデータの集
積により、予測力を高められます。

• 販売頻度の高い商品ほど、データポイント
が多いため予想性は高まります。長期サイ
クル製品の場合、モデルを成熟化するため
に追加の実績データが必要となることが
あります。

• 年間予測は四半期予測よりも正確な傾向
にあります。同様に、月次予測よりも四半
期予測の方が正確な傾向にあります。その
理由は、ある程度まで変動要素が相殺さ
れる傾向にあるからです。より長期の時間
軸では、想定外の出来事が発生する可能
性が高くなり、予測の精度は低下する場合
があります。

もっと知りたい？
まずはここから始めよう。

記事

ジム・ガッサーザ、ニキル・マ
ディララ共著『心と機械：人工
知能時代の予測術）』Deloit te 
Review（2016年7月25日号）

ジム・ガッサーザ著『誤った
行動の重要性：リチャード・
セイラーとの対談）』Deloit te 
Review（2016年1月25日号）

書籍

フィリップ・E・テトロック、ダン・
ガードナー共著『超予測力:不確
実な時代の先を読む10カ条』早
川書房 (2016年）

ネイト・シルバー著『シグナル&ノ
イズ 天才データアナリストの「予
測学」 』（日経BP社、2013）

ダニエル・カーネマン著『ファ
スト＆スロー あなたの意思は
どのように決まるか？』早川書房
（2014年）

オンライン講座

ロブ・ハイドマン『予測可能性
の限界を探求：我々が予測でき
る事柄は何か、どのような時に
諦めるべきなのか』Yahoo Big 
Thinkers講演（2015年6月26
日）

17
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「予言者にとって最も重要
な資質は優れた記憶力
を持つことである」
—初代ハリファックス侯爵ジョージ・サビル
イングランドの作家・政治家

決断の時 6 �| デジタル世界の予測
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予測は多くの企業にとってやっかいな問題
で、ビジネスリーダーは経理財務部門から
の支援を必要としています。ビジネスリー
ダーは将来何が起こるか予測することを
求められており、彼らがどれだけ優れてい
ようともバイアスや憶測が入り込む余地は
存在します。
アルゴリズム予測は透明性のある手法で、予測プロセスの改善に役立つと同時に、経理財
務部門の専門家を面倒な繰り返し作業から解放します。その成果として、より正確で、タイム
リーな予測を提供し、より充実した情報に基づく意思決定が可能になります。皆さんや皆さ
んの同僚はインサイトを見いだしたり、対策を講じたりすることに時間を費やすことができ、
至極退屈な表計算処理に費やす時間を削減できます。全員にプラスの効果をもたらします。

今後の展開
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